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１．はじめに

風向板でショートカット抑制
熱交換器の冷却（夏）

風向板でファン
入力抑制

設定温度を上げる（夏）
冷えたら止める（夏）



２．研究方法（減らす）

重要性認知 責任感 道徳意識

協力
行動※規範活性化理論

重要性認知 責任感 道徳意識

節電のお願い

環境保全の
お願い

問題意識の
高さ

道徳的意識の
高揚

省エネ
ルギー
行動



２．研究方法（減らす）

重要性認知

少し効果あり

逆効果

責任感

少し効果あり

道徳意識

少し効果あり

節電のお願い

環境保全の
お願い

問題意識の
高さ

道徳的意識の
高揚

省エネ
ルギー
行動



２．研究方法（減らす）

重要性認知

出典：環境省

出典：環境省

出典：経済産業省

出典：トヨタ自動車 出典：パナソニック

出典：三菱電機



２．研究方法（減らす）

重要性認知



２．研究方法（減らす）

重要性認知



２．研究方法（減らす）

責任感



２．研究方法（減らす）

重要性認知 責任感 道徳意識

省エネ
ルギー
行動

節電のお願い

環境保全の
お願い

問題意識の
高さ

道徳的意識の
高揚

アンペルマン アンカリング

「夏は１℃高く」
「冬は１℃低く」

現状維持バイアス

「いつも○○していただき
ありがとうございます。」



２．研究方法（減らす）

節電のお願い
環境保全の
お願い

問題意識の
高さ

道徳的意識の
高揚



２．研究方法（減らす）



２．研究方法（減らす）



２．研究方法（減らす）



２．研究方法（測る）

設定室温

運転時間

室温を測定し推測する



２．研究方法（測る）

（１）夏期の室温と設定温度の関係

𝑇𝑟𝑒𝑡𝑢𝑟𝑛 − 2 = 𝑇𝑟𝑜𝑜𝑚
∴ 𝑇𝑟𝑒𝑡𝑢𝑟𝑛 − 2 = 𝑇𝑠𝑒𝑡
また、
𝑇𝑠𝑒𝑡 − 2 ≤ 𝑇𝑡ℎ𝑒𝑟𝑚𝑜 𝑜𝑛/𝑜𝑓𝑓 ≤ 𝑇𝑠𝑒𝑡 − 1

（２）冬期の室温と設定温度の関係

𝑇𝑟𝑒𝑡𝑢𝑟𝑛 − 2 = 𝑇𝑟𝑜𝑜𝑚
∴ 𝑇𝑟𝑒𝑡𝑢𝑟𝑛 − 2 = 𝑇𝑠𝑒𝑡
また、
𝑇𝑠𝑒𝑡 + 1 ≤ 𝑇𝑡ℎ𝑒𝑟𝑚𝑜 𝑜𝑛/𝑜𝑓𝑓 ≤ 𝑇𝑠𝑒𝑡 + 2

𝑇𝑟𝑒𝑡𝑢𝑟𝑛
を測定する。



２．研究方法（測る）



２．研究方法（測る）



２．研究方法（測る）



２．研究方法（測る）



２．研究方法（測る）



２．研究方法（測る）

10時～15時：清掃

15時：チェックイン10時：チェックアウト



２．研究方法（測る）

南面

節電のお願い
環境保全の
お願い

問題意識の
高さ

道徳的意識の
高揚

節電のお願い

環境保全の
お願い

問題意識の
高さ

道徳的意識の
高揚

POP無し

南北各5部屋
小計10部屋
合計50部屋

１１月～２月



３．結果と考察（最高設定温度）

２７．８℃
２８．１℃
２８．４℃
２７．５℃
２８．１℃

**



３．結果と考察（最高設定温度）

２７．８℃
２８．１℃
２８．４℃
２７．５℃
２８．１℃

**



３．結果と考察（最高設定温度）

１２．３時間
１０．９時間
１１．９時間
１３．４時間
１１．６時間



３．結果と考察（最高設定温度）

１２．３時間
１０．９時間
１１．９時間
１３．４時間
１１．６時間



（１）行動科学に基づいたＰＯＰを作成した
１．規範活性化理論（心理）に基づいた。
２．アンカリング（経済）、現状維持バイアス（経済）を適用した。
３．Ampelmann（交通）を適用した。

（２）ＰＯＰに示した行為は誘発できた
１．「問題意識」の高さを示し、設定温度を下げる（暖房）よう
促したPOPは、行動を誘発できた。

２．「環境保全」を依頼したPOPは、設定温度については逆効果
であった。

３．設定室温の変更を加味した分析は現在継続中。

（３）ＰＯＰに示さない行為も誘発した
１．「問題意識」のＰＯＰの部屋の運転時間は短くならなかった。
２．その他のＰＯＰの部屋は、運転時間が短くなった。

５．まとめ



（４）本研究の範囲（ＰＯＰの内容）
１．一時的に利用する宿泊施設においては、規範活性化理論の
適用が妥当。

２．継続的に利用する住宅やオフィスにおいては、や合理的行為
理論や予定行動理論の適用が妥当である可能性はある。

（５）本研究の範囲（ＰＯＰの内容）
１．設定温度の調節を依頼した。
２．運転時間を短くする依頼もあると、より大きな効果を得られた
可能性がある。

（６）本研究の範囲（ＰＯＰの設置）
１．机の上にイラストを見えるように設置した。
２．リモコンへの設置ができれば、より大きな効果を得られた
可能性がある。

５．まとめ



（７）本研究の拡大（家庭）
１．フィードバックによる省エネルギー行動の継続的に誘発できる
可能性がある。

２．過剰な省エネルギーによる健康影響への考慮も必要だが、
行動変容手法の応用が可能。

（８）本研究の拡大（オフィス）
１．設定室温を高めても快適性・知的生産性を下げにくい技術の
適用により継続的な省エネルギーを誘発する。

５．まとめ




